
【参考資料１】　法定移譲事務の内容

１　民生行政に関する事務
移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課

法律 2

政令

省令

要綱

計 2

法律 27

政令 7

省令

要綱 18

計 52

法律 8

政令

省令 1

要綱

計 9

法律 18
政令 9
省令
要綱 11
計 38
法律 39
政令 3
省令
要綱
計 42
法律 40
政令
省令
要綱 2
計 42
法律 3
政令
省令
要綱
計 3
法律 28
政令
省令
要綱 3
計 31
法律 22
政令 15
省令
要綱 3
計 40
法律 1
政令
省令
要綱
計 1
法律 2
政令
省令
要綱
計 2

５　生活保護法に基づく事務

・保護施設の設置認可、指導、立入調査
・生活保護受給者の診察や入院等を担当する医療機関
　の指定、指導 ・生活福祉課

６　社会福祉法に基づく事務

・社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関（地
　方社会福祉審議会）の設置
・社会福祉法人の定款の認可
・社会福祉法人からの報告聴取、立入検査

・地域福祉課

３　民生委員法に基づく事務

・民生委員の定数の決定
・厚生労働大臣に対する民生委員の推薦
・民生委員協議会を組織する区域の決定
・民生委員、民生委員推薦会、民生委員協議会及び民
　生委員の指導訓練に関する費用

・地域福祉課

４　身体障害者福祉法に基づく
　事務

・身体障害者の相談に応じる等のことを身体障害者相談
　員に委託
・身体障害者手帳の交付
・民間の行う身体障害者居宅生活支援事業の開始、変
　更、廃止、休止の届出

・障害福祉課

２　児童福祉法に基づく事務

・児童福祉審議会の設置及び運営
・出版物等を販売する者等に対する勧告
・民間の児童福祉施設（助産施設，保育所等）の認可及
　び指導監査
・無認可保育所の指導監督　等

・児童福祉課

移譲件数

１　行旅病人及行旅死亡人取扱
　法に基づく事務

・行旅病人等の引取費用の弁償又は救護費用の弁償
・行旅病人の取扱費用の弁償が得られない場合の費用
　弁償

・生活福祉課

７　知的障害者福祉法に基づく
　事務

・知的障害者の相談等を知的障害者相談員に委託

・障害福祉課

８　老人福祉法に基づく事務

・民間の行う老人居宅生活支援事業の変更に係る届出
　の受理
・社会福祉法人が設置する養護老人ホーム又は特別養
　護老人ホームの認可

・介護高齢福祉課

11　構造改革特別区域法（老
　人福祉法の特例関係）に基づ
　く事務

・特区認定を受けた場合における、PFI法に基づく選定
　事業者である法人が、特別養護老人ホームを設置・
　運営することができる特例（老人福祉法の特例） ・介護高齢福祉課

９　母子及び寡婦福祉法に基づ
　く事務

・配偶者のいない女子で児童を扶養しているもの又はそ
　の扶養している児童、寡婦に対する母子福祉資金・寡
　婦福祉資金の貸付
・母子家庭等の就職・生活相談等（母子家庭等就業・自
　立支援センター）

・児童福祉課

10　地域における公的介護施
　設等の計画的な整備等に関
　する法律に基づく事務

・公的介護施設等の設置者の届出の特例

・介護高齢福祉課
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移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課移譲件数
法律 28
政令 2
省令 2
要綱
計 32
法律
政令
省令
要綱 1
計 1
法律 218
政令 36
省令 3
要綱 38
計 295

小　　計

12　障害者自立支援法に基づ
　く事務

・指定自立支援医療機関の指定
・障害福祉サービス事業等を行う者等からの報告の聴取

・障害福祉課

13　各種統計調査に基づく事務

・福祉行政諸報告例の実施通知に基づく諸報告

・地域福祉課
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２　保健衛生に関する事務

移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課
法律 22

政令

省令 7

要綱 6

計 35

法律 32

政令 8

省令 1

要綱

計 41

法律 4

政令

省令

要綱

計 4
法律 9
政令
省令
要綱
計 9
法律 19
政令 6
省令
要綱
計 25
法律 8
政令
省令 3
要綱
計 11
法律 27
政令 3
省令
要綱
計 30
法律 58
政令 5
省令 11
要綱 12
計 86
法律 16
政令
省令 6
要綱 11
計 33
法律 9
政令
省令
要綱
計 9
法律 148
政令
省令
要綱 4
計 152

〈　　　〉は，新設予定課の仮称

11　感染症の予防及び感染症
　の患者に対する医療に関する
　法律に基づく事務

・感染症発生時の医師からの届出の受理
・感染症発生の状況，動向，原因の調査
・健康診断の受診勧告，実施，入院勧告，入院措置
・入院勧告・入院措置による当該入院患者等からの申請
　に係る医療費の支払い

・保健所新設課
　〈保健予防課〉

9　母子保健法に基づく事務

・低体重児出生届けの受理、訪問指導
・養育医療に関する業務
・小児慢性特定疾患治療研究事業に関する業務

・保健所新設課
　〈健康推進課〉

10　動物の愛護及び管理に関
　する法律に基づく事務

・動物取扱業者の登録・登録の取消、届出の受理
・特定動物飼養の許可・許可の取消
・犬及びねこの引取り、負傷動物の収容
・係留されていない犬の捕獲・抑留
・引き取られない犬の処分

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

7　狂犬病予防法に基づく事務

・狂犬病予防員の任命、捕獲人の指定
・登録されていない犬の捕獲・抑留
・引取り手のいない犬の処分
・狂犬病発生届の受理、発生の公示、犬の係留命令
・犬の抑留・処分施設の設置

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

8　結核予防法に基づく事務

・定期外健康診断，定期外予防接種の実施
・結核登録患者への訪問指導
・結核療養所への入所命令
・指定医療機関の指定・指導，診療内容の審査，診療報
　酬額の決定，帳簿書類の検査，報告聴取

・保健所新設課
　〈保健予防課〉

2　食品衛生法に基づく事務

・飲食店営業等も許可、監視指導
・食品、容器包装等の検査・製品検査施設の設置
・食品衛生監視員の任命・配置、監督指導命令
・食中毒患者等に関する届出の受理、原因の調査

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

移譲件数

１　児童福祉法に基づく事務

・児童の健康診査、相談指導
・障害者への支援サービス業務
・療育医療関係に関する業務 ・保健所新設課

　〈健康推進課〉

3　墓地埋葬に関する法律に基
　づく事務

・墓地、納骨堂、火葬場の経営の許可、監視指導
・施設の整備改善、使用制限・禁止命令

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

4　興行場法に基づく事務

・興行場の営業の許可、監視指導
・県の許可等の基準に付加する基準の制定 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉

5　旅館業法に基づく事務

・旅館業の営業の許可、監視指導
・県の許可等の基準に付加する基準の制定 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉

6　公衆浴場法に基づく事務

・公衆浴場の営業の許可、監視指導
・県の許可等の基準に付加する基準の制定 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉
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移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課移譲件数
法律 9
政令 6
省令 1
要綱 1
計 17
法律 2
政令 4
省令
要綱
計 6
法律 9
政令
省令
要綱
計 9
法律 21
政令 12
省令 2
要綱 1
計 36
法律 6
政令
省令
要綱
計 6
法律 10
政令
省令 7
要綱 1
計 18
法律 3
政令
省令
要綱
計 3
法律 1
政令
省令
要綱
計 1
法律 5
政令
省令
要綱
計 5
法律 1
政令
省令
要綱
計 1
法律 1
政令
省令 10
要綱 1
計 12
法律 15
政令
省令
要綱 6
計 21
法律 2
政令
省令
要綱
計 2

15　医療法に基づく事務

・診療所、助産所の開設許可、変更許可等
・医療監視員の設置・任命、医療監視・指導
・医療法人に関する届出等の経由
・病院報告の受理、知事への送付

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

16　柔道整復師法に基づく事務

・施術所の開設・変更・休廃止等の届出の受理
・施術所の立入検査、使用制限禁止・改善命令 ・保健所新設課

　〈企画総務課〉

17　臨床検査技師等に関する
　法律に基づく事務

13　地域教育行政の組織及び
　運営に関する法律に基づく事
　務

・学校保健に関する教育委員会からの協力要請の受諾
・学校保健に関する教育委員会への助言援助 ・保健所新設課

　〈企画総務課〉

14　あん摩マッサージ指圧師、
　はり師、きゅう師等に関する法
　律に基づく事務

・施術所の開設・変更・休廃止等の届出の受理
・施術所の臨検検査、使用制限禁止・改善命令 ・保健所新設課

　〈企画総務課〉

・衛生検査所の登録申請書の受理、検査書の登録等
・衛生検査所の立入検査、登録の取消、業務の停止命
　令
・臨床衛生検査技師等の免許申請書等の経由
・登録証明書等の交付

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

12　地域保健法に基づく事務

・保健所の設置
・地域住民の健康の保持及び増進のための事業の実施
・所長その他の職員の配置，市長による保健所長への
　委任
・衛生上の試験・検査の実施

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

18　死体解剖保存法に基づく事
　事務

・死体解剖等の許可
・死体解剖に関する認定申請等の経由 ・保健所新設課

　〈企画総務課〉

19　歯科衛生師法に基づく事務

・歯科保健指導の業務に関する指示

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

20　歯科技工士法に基づく事務

・歯科技工所開設届、変更届等の受理
・歯科技工士の免許申請等の経由 ・保健所新設課

　〈企画総務課〉

21　保健師助産師看護師法に
　基づく事務

・保健師に対する指示
・保健師、助産師、看護師の免許申請等の経由
・准看護師の免許申請等の経由

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

22　母体保護法に基づく事務

・不妊手術、人工妊娠中絶の届出の受理
・受胎調節指導に関する業務 ・保健所新設課

　〈健康推進課〉

23　精神保健及び精神障害者
　福祉に関する法律に基づく
　事務

・精神障害者の相談、通報の受理
・医療機関からの申請、届出の経由
・精神障害者社会復帰の推進に関する業務

・保健所新設課
　〈保健予防課〉

24　酒に酔って公衆に迷惑をか
　ける行為の防止等に関する法
　律に基づく事務

・警察官からの通報の受理

・保健所新設課
　〈保健予防課〉
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移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課移譲件数
法律 18
政令
省令
要綱 1
計 19
法律
政令
省令
要綱 1
計 1
法律 1
政令
省令
要綱
計 1
法律 10
政令
省令
要綱 19
計 29
法律 19
政令 9
省令 1
要綱
計 29
法律 53
政令
省令 5
要綱
計 58
法律 17
政令
省令
要綱
計 17
法律 10
政令 3
省令 3
要綱
計 16
法律 14
政令 9
省令
要綱
計 23
法律
政令 5
省令 14
要綱 7
計 26
法律 18
政令
省令
要綱
計 18
法律 7
政令 1
省令 1
要綱
計 9
法律 7
政令 1
省令 1
要綱
計 9

25　障害者自立支援法に基づ
　く事務

・育成医療に関する業務
・指定自立支援医療機関の指定等に関する業務 ・保健所新設課

　〈保健予防課〉

26　難病特別対策推進事業に
　基づく事務

・在宅支援相談指導に関する業務

・保健所新設課
　〈保健予防課〉

27　予防接種法に基づく事務

・保健所長への定期・臨時の予防接種の実施事務の委
　任 ・保健所新設課

　〈保健予防課〉

28　健康増進法に基づく事務

・特定給食施設等の指導等
・特定用途食品の表示等の指導業務 ・保健所新設課

　〈健康推進課〉
　〈保健予防課〉

29　と畜場法に基づく事務

・と畜場の設置の許可、変更許可等、監視指導
・と畜検査員の配置、任命
・獣畜のとさつ・解体の検査

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

30　食鳥処理の事業の規制及
　び食鳥検査に関する法律に
基
　づく事務

・食鳥処理場の設置の許可、変更許可等、監視指導
・食鳥処理衛生管理者の配置等の届出受理
・食鳥の生体、脱羽・内臓摘出後の検査

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

31　化製場等に関する法律に
基
　づく事務

・化製場等の設置の許可、変更許可等、監視指導
・動物の飼養・収容の許可の必要な地域の指定 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉

32　薬事法に基づく事務

・一般販売業、特例販売業許可及び監視指導
・薬事監視員任命 ・保健所新設課

　〈企画総務課〉

33　毒物及び劇物取締法に基
　づく事務

・販売業の登録及び監視指導
・業務上取扱者の届出等受理 ・保健所新設課

　〈企画総務課〉

34　各種統計調査に基づく事務

・人口動態調査
・医療施設調査
・患者調査
・国民生活基礎調査
・その他保健衛生に関する各種の統計調査

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

35　検疫法に基づく事務

・緊急避難で入港した船舶・飛行機の長から行われた検
　疫感染症患者の有無等の通報の受理
・緊急避難で入港した船舶・飛行機の長に係る検査，消
　毒その他の措置の実施

・保健所新設課
　〈保健予防課〉

36　理容師法に基づく事務

・理容所の開設前の検査、開設届の受理及び監視指導
・業務の停止命令及び理容所の廃止命令 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉

37　美容師法に基づく事務

・美容所の開設前の検査、開設届の受理及び監視指導
・業務の停止命令及び美容所の廃止命令 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉
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移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課移譲件数
法律 10
政令
省令
要綱 2
計 12
法律 14
政令
省令
要綱
計 14
法律 2
政令
省令
要綱
計 2
法律 14
政令
省令
要綱
計 14
法律 10
政令
省令
要綱
計 10
法律 3
政令
省令 1
要綱 1
計 5
法律 5
政令
省令 1
要綱 2
計 8
法律
政令
省令
要綱 1
計 1
法律 669
政令 72
省令 75
要綱 77
計 893

小　　計

・専用水道の確認申請の受理及び確認通知
・水道事業者への立入検査及び指導

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

38　クリーニング業法に基づく事
　務

・クリーニング所の開設前の検査、開設届の受理及び監
　視指導
・業務の停止命令及びクリーニング所の廃止命令

・BSEの検査体制の整備及び検査

39　建築物における衛生的環
　境の確保に関する法律に基づ
　く事務

・環境衛生上の相談、指導
・特定建築物の届出受理及び監視指導 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉

42　温泉法に基づく事務

・温泉利用許可申請の受理及び利用許可
・温泉利用施設の監視指導
・成分等の掲示指導及び届出受理

40　建築基準法に基づく事務

・建築主事からの照会の受理及び特定行政庁への意見

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

41　水道法に基づく事務

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

45　石綿健康被害救済給付事
　業に基づく事務

・救済給付申請書の経由

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

43　有害物質を含有する家庭
　用品の規制に関する法律に基
　づく事務

・基準に適合しない場合の回収命令
・試買試験の実施 ・保健所新設課

　〈生活衛生課〉

44　牛海綿状脳症対策特別措
　置法に基づく事務
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３　環境行政に関する事務

移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課
法律 44

政令 7

省令

要綱

計 51

法律 134

政令 5

省令 50

要綱

計 189

法律 7
政令
省令
要綱
計 7
法律 27
政令
省令
要綱
計 27
法律 11
政令
省令 1
要綱
計 12
法律 63
政令 8
省令
要綱
計 71
法律 12
政令
省令
要綱
計 12
法律 298
政令 20
省令 51
要綱 0
計 369

２　廃棄物の処理及び清掃に関
　する法律に基づく事務

・一般，産業廃棄物処理施設の設置許可
・一般廃棄物処理施設の改善・使用停止命令
・産業廃棄物の処理方法の変更等改善命令
・産業廃棄物収集運搬業，処分業の許可
・産業廃棄物処理業者等への立入検査，廃棄物の収去

・ごみ減量推進課

３　特定工場における公害防止
　組織の整備に関する法律に基
　づく事務

・公害防止統括者を選任したとき等の届出の受理
・公害防止管理者を選任したとき等の届出の受理
・法令の規定に違反した公害防止統括者等に対する
　解任命令
・特定工場などへの立入検査

・環境企画課

移譲件数

１　大気汚染防止法に基づく
　事務

・ばい煙発生施設の設置の届出の受理
・ばい煙発生施設が基準に適合しない場合の改善命令
・粉じん発生施設設置の届出の受理
・粉じん発生施設が基準を遵守していない場合の適合
　命令
・自動車排出ガスの濃度の測定

・環境企画課

６　使用済自動車の再資源化
　等に関する法律に基づく事務

・フロン類回収業者の登録及び更新
・引取業者の登録及び更新
・解体業の許可及び更新
・破砕業の許可及び更新

・ごみ減量推進課

４　ダイオキシン類対策特別措
　置法に基づく事務

・特定施設等の設置の届出の受理
・特定施設が総量規制基準に適合しない場合の改善
　命令
・事故時における状況等の届出の受理
・特定施設に対する報告徴収及び立入検査

・環境企画課

５　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の
　適正な処理の推進に関する特
　別措置法に基づく事務

・事業者等からのポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管及び
　処理状況の届出の受理，公表
・事業者に対する適正な処理を実施するための指導及
　び助言
・事業所内への立入検査，収去

・ごみ減量推進課

・浄化槽設置の届出の受理
・浄化槽の保守点検，清掃の改善措置命令，使用停止
　命令
・条例による浄化槽の保守点検を業とする者の登録制度
　の実施

・下水道部業務課

小　　計

７　浄化槽法に基づく事務
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移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課
法律 15

政令

省令

要綱

計 15

法律 3

政令

省令

要綱

計 3

法律 5

政令

省令

要綱

計 5

法律 39

政令

省令 2

要綱

計 41

法律 25

政令

省令

要綱

計 25

法律 7

政令

省令 5

要綱

計 12

法律 1

政令

省令

要綱

計 1

法律 5

政令

省令

要綱

計 5

法律 21

政令

省令 11

要綱

計 32

法律 121

政令 0

省令 18

要綱 0

計 139

４　都市計画・建設行政に関する事務

９　高齢者の居住の安定確保に
　関する法律に基づく事務

・高齢者向け優良賃貸住宅の供給計画の申請の受理
・終身建物賃貸借事業の認可
・認定事業者への助言又は指導

・建築住宅課

2　流通業務市街地の整備に関
　する法律に基づく事務

・流通業務地区内の施設建設等に係る許可

・都市計画課

移譲件数

１　屋外広告物法に基づく事務

・条例制定による，良好な景観や風致の維持・形成，公
　衆の危害防止等のための，広告物の表示，掲出物件
　設置を禁止，広告物の表示等を制限，又は広告物等
　の表示方法等の基準の策定
・条例違反のはり紙，はり札，広告旗，立看板等の除去
・屋外広告業を営もうとするする者の登録の義務付け

小　　計

7　建築物の耐震改修の促進に
　関する法律に基づく事務

・特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準
　の特例（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法
　律の特例）

・建築住宅課

８　建設工事に係る資材の再資
　源化等に関する法律に基づく
　事務

・特定建設資材廃棄物の再資源化等の完了報告につい
　ての工事発注者からの申告の受理等

・ごみ減量推進課

・景観政策推進事務局

３　公有地の拡大の促進に関す
　る法律に基づく事務

・都市計画施設の区域内の土地等を譲渡しようとする場
　合の届出の受理

・企画調整課

６　特定優良賃貸住宅の供給の
　促進に関する法律に基づく事
　務

・特定優良賃貸住宅の供給計画の認定
・認定事業者に対する住宅の建設・管理に係る改善命
令

・建築住宅課

４　都市緑地法に基づく事務

・都市緑地保全計画の策定と公表
・緑地保全地域内における建築物の新築等の行為の届
　出の受理
・特別緑地保全地区内における建築物の新築等の行為
　の許可

・公園みどり課

５　農住組合法に基づく事務

・農住組合が策定する交換分合計画の認可
・農住組合の設立認可並びに定款及び事業基本方針の
　の変更認可並びに解散決議の認可

・農政課
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５　教育行政に関する事務

移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課
法律 10

政令

省令

要綱

計 10

法律 1

政令

省令

要綱

計 1

法律 11

政令 0

省令 0

要綱 0

計 11

移譲件数

１　文化財保護法に基づく事務

・重要文化財に関する現状変更等の許可等
・埋蔵物が文化財であるかどうかについての監査等

・文化課

２　地方教育行政の組織及び運
　営に関する法律に基づく事務

・県費負担職員の研修

・学校教育課

小　計
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６　その他の事務

移譲事務 移譲事務の主な内容 所管課
法律

政令 1

省令

要綱

計 1

法律 2

政令 3

省令

要綱

計 5

法律 2

政令 4

省令 0

要綱 0

計 6

法律 1,319
政令 132
省令 147
要綱 115
計 1,713

合　　計

小　　計

２　激甚災害に対処するための
　特別の財政援助等に関する
法
　律に基づく事務

・激甚災害のための事業のうち地方公共団体以外の者
　が設置した施設に係る事業について当該設置者に交
　付すべきものとして国からの交付金を受領する事務
・母子及び寡婦福祉法による国の貸付けの特例

・地域福祉課

移譲件数

１　公職選挙法に基づく事務

・身体障害者法第４条の身体障害者に対する書面での
　証明書交付

・障害福祉課
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【参考資料２】　県単独事務等の内容

　　県特例条例等により委任・委託を受ける事業の内容

委任・委託を受ける事務 事務の主な内容 所管課
・動物取扱業者からの登録申請書の受理
・特定動物飼養の許可申請書の受理
・収容した動物の希望者への譲渡

（44項目）
・医師免許証申請書の経由，免許証の交付経由

（８項目）
・診療所の療養病床設置許可及び変更許可
・厚生労働省令で定める事項の定款等変更届の経由
・医療法人からの決算届出の経由

（24項目）
・視能訓練士免許申請書の経由，免許証の交付経由

　（８項目）
・理学療法士又は作業療法士免許申請書の経由，免許
証の交付経由

（８項目）
・臨床検査技師又は衛生検査技師免許申請書の経由，
免許証の交付経由

　（８項目）
・診療放射線技師免許申請書の経由，免許証の交付経
由

　（13項目）
・死体解剖に関する認定申請・認定通知の経由

　（６項目）
・歯科医師免許申請書の経由，免許証の交付経由

　（８項目）
・歯科技工士免許申請書の経由，免許証の交付経由
・台帳の整備

（10項目）
・保健師・助産師・看護師の免許申請書の経由，免許証
の交付経由
・准看護師の免許申請書の経由，免許証の交付経由

　（18項目）
・受胎調節の実地指導に係る指定証，標識の交付
・被指定者の名簿作成

　（６項目）
・検察官からの通報の経由
・矯正施設の長からの通報の経由

　（２項目）

・栄養士免許申請書の経由，免許証の交付経由
・管理栄養士免許申請書の経由，免許証の交付経由

　（13項目）
・調理師免許申請書の経由，免許証の交付経由
・試験願書の配布，受付，進達

　（９項目）
・製菓衛生師免許申請書の経由，免許証の交付経由
・試験願書の配布，受付，進達

　（８項目）
・卸売一般販売業を除く一般販売業及び特例販売業が
併せて行う管理医療機器の販売業及び賃貸業の届出
の受理

　（11項目）
・業務上取扱者の届出の受理
・業務上取扱者に対する措置命令

　（10項目）
・薬剤師免許申請書の経由，免許証の交付経由

　（９項目）

〈　　　〉は，新設予定課の仮称

17　薬事法に関連する事務
・保健所新設課
　〈企画総務課〉

７　診療放射線技師法に関連
　する事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

15　調理師法に関連する事務

14　栄養士法に関連する事務
・保健所新設課
　〈保健予防課〉

16　製菓衛生師法に関連する
　事務

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

・保健所新設課
　〈保健予防課〉

６　臨床検査技師等に関する
　法律に関連する事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

13　精神保健及び精神障害者
　福祉に関する法律に関連する
　事務

・保健所新設課
　〈保健予防課〉

11　保健師助産師看護法に
　関連する事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

９　歯科医師法に関連する事務
・保健所新設課
　〈企画総務課〉

18　毒物及び劇物取締法に
　関連する事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

19　薬剤師法に関連する事務
・保健所新設課
　〈企画総務課〉

４　視能訓練士法に関連する
　事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

12　母体保護法に関連する事
務

・保健所新設課
　〈健康推進課〉

５　理学療法士及び作業療法
　士法に関連する事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

10　歯科技工士法に関連する
　事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

８　死体解剖保存法に関連する
　事務

・保健所新設課
　〈企画総務課〉

１　動物の愛護及び管理に関す
　る法律に関連する事務

２　医師法に関連する事務

３　医療法に関連する事務
・保健所新設課
　〈企画総務課〉

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉

・保健所新設課
　〈企画総務課〉
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委任・委託を受ける事務 事務の主な内容 所管課
・クリーニング師免許申請書の経由，免許証の交付経由

　（３項目）

合　　計 226項目

20　クリーニング業法に関連
　する事務

・保健所新設課
　〈生活衛生課〉
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【参考資料３】　財政負担額見込みの内訳

（１）　法定移譲事務に係る財政負担

　①　新たな負担となる事務

国 - 国 -

県 1/1 県 - 0 0

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 1/2 国 1/2

県 1/4 県 -

市 - 市 1/4

国 - 国 -

県 1/1 県 - 311 311

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 32,772 32,772

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 1,016 1,016

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 961 898

市 - 市 1/2 （ 63 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 2,575 2,575

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 7,873 3,727

市 - 市 1/2 （ 4,146 ）

国 3/4 国 3/4

県 1/4 県 - 800,148 200,037

市 - 市 1/4 （ 600,111 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 1,266 879

市 - 市 1/1 （ 387 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1 15,053 15,053

国 - 国 - （ 0 ）

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 - 750 750

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 0 0

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 294 294

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 2/3 国 2/3

県 1/3 県 - 84,568 7,388

市 - 市 1/3 （ 77,180 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 2,583 1,273

市 - 市 1/2 （ 1,310 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 154 77

市 - 市 1/2 （ 77 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 5,193 2,597

市 - 市 1/2 （ 2,596 ）

955,517 269,647

（ 685,870 ）

影響額
（一般財源）
単位：千円

人件費・事務費のみ

事例なし

⇒

身体障害者手帳の交付事務 ⇒

民生行政　　合計

支出額
（特定財源）
単位：千円

⇒

２０　事業

知的障害者相談員設
置事務

知的障害者相談員の委託を行う（2年に1
度）

⇒

障害者地域生活推進
事業・地域生活支援
事業

地域生活支援事業として、特に専門性の
高い相談支援事業等を行う

母子寡婦福祉資金貸
付事業（特別会計繰
出金）

母子・寡婦世帯の就学資金等の貸付を
行う特別会計への繰出金を支出する

⇒

⇒

母子家庭等セルフサ
ポート事業

母子家庭日常生活支
援事業

「母子家庭等就業・自立支援センター」を
設置し、就労の支援をする。また、教育訓
練講座の受講経費の一部を助成する

家庭生活支援員の派遣等を行い、母子
家庭、父子家庭及び寡婦の福祉の増進
に資する

⇒

社会福祉法人・施設
指導監査事業

社会福祉法人・施設から業務報告書を提
出させるとともに、立入調査等の指導監
査を行う

⇒

社会福祉審議会運営
事業

社会福祉に関する事項を調査審議する
ための審議会を運営する

⇒

⇒

診療報酬審査支払事
務

指定医療機関における診療内容を確認
のうえ診療報酬額を決定し、支払をする

⇒

介護報酬審査支払事
務

指定介護機関における介護内容を確認
のうえ介護報酬額を決定し、支払をする

重度心身障害児（者）
通園事業

在宅の重度心身障害者（児）の通園事業
を実施する

⇒

身体障害者相談員設
置事業

身体障害者相談員の委託を行う（2年に1
度）

⇒

障害程度認定事務
障害の程度を判定するため障害程度審
査委員会を開催し、認定を行う

⇒

身体障害者手帳交付
事務

民生委員・児童委員
活動経費など

民生委員・児童委員の活動を推進するた
め、その必要な費用に対する補助をする

⇒

民生委員・児童委員
の研修事業

民生委員・児童委員の資質向上を図るた
め、研修を実施する

⇒

民間保育所施設施設
整備費補助事業

社会福祉法人等が保育所の新設、修理
等を行う場合に、その要する費用の一部
を補助する

⇒

⇒
行旅死亡人等取扱事
業

認可外保育所に対す
る指導監督

無認可保育所・無届保育所の保育内容
等の確認のため、指導監督を行う

⇒

現行区分 移行後区分

負担区分

児童福祉法に基づ
く事務

事　　業　　の　　概　　要事　　業　　名移　譲　事　務

行旅死亡人等の医療、葬祭等に要した
費用について、遺留金品や扶養義務者
等により弁償されない費用を負担する

1
行旅病人及行旅死
亡人取扱法に基づ
く事務

7

2

民生委員法に基づ
く事務

3

身体障害者福祉法
に基づく事務

4

9
障害者自立支援法
に基づく事務

母子及び寡婦福祉
法に基づく事務

8

⇒

生活保護法に基づ
く事務

5

生活保護扶助費（居
住不明分）

居住地がないか、明らかでない被保護者
に対する生活保護費を負担する

指定医療機関指導監
査事業

指定医療機関に対する指導監査を行う

社会福祉法に基づ
く事務

6

知的障害者福祉法
に基づく事務

13



国 - 国 -

県 1/1 県 - 3,559 3,559

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 1/1 国 1/1

県 - 県 - 287 0

市 - 市 - （ 287 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 280 140

市 - 市 1/2 （ 140 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 664 332

市 - 市 1/2 （ 332 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 451 -6,052

市 - 市 1/1 （ 6,503 ）

国 1/3 国 1/3

県 2/3 県 - 90 62

市 - 市 2/3 （ 28 ）

国 1/1 国 1/1

県 - 県 - 383 0

市 - 市 - （ 383 ）

国 2/3 国 2/3

県 1/3 県 - 720 193

市 - 市 1/3 （ 527 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 234 116

市 - 市 1/2 （ 118 ）

国 1/1 国 1/1

県 - 県 - 589 0

市 - 市 - （ 589 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 110 55

市 - 市 1/2 （ 55 ）

国 1/1 国 1/1

県 - 県 - 2,495 0

市 - 市 - （ 2,495 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 -

市 - 市 1/2

国 - 国 -

県 1/1 県 - 1,341 -11,219

市 - 市 1/1 （ 12,560 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 - 446 -1,014

市 - 市 1/1 （ 1,460 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 - 5,613 5,512

市 - 市 1/1 （ 101 ）

2
医療法に基づく事
務

医師病院診療所等指
導取締事業

9

7

17年度実績なし

理容師法に基づく
事務

支出額
（特定財源）
単位：千円

影響額
（一般財源）
単位：千円

8

⇒
結核児童療育給付事
業

興行場法に基づく
事務

旅館業法に基づく
事務

食品衛生監視指導取
締事業

1

3

保健所情報システム
運営事業

地域保健、医療、福祉及び環境情報に
関する国、県及び保健所とのネットワーク
化を行う

地域課題研究事業

6
食品衛生に関する
事務

地域における課題の調査研究及び調査
研究報告会を行う

4
各種統計調査に基
づく事務

衛生統計調査事業

健康増進法に基づ
く事務

生活衛生営業施設監
視指導事業

理容所の開設届の受理、使用前の検査、
立入検査、閉鎖命令等を行う

事　　業　　の　　概　　要事　　業　　名

地域保健関係者研修
事業

食中毒等飲食に起因する衛生上の危害
発生を防止するため、食品営業施設等の
監視指導及び収去検査など食品衛生対
策を行う

保健師研修事業
専門知識の習得のため全国研修会に派
遣する

地域保健に従事する職員の研修会を行う

専門的栄養改善指導及び調理師研修会
を行う

移　譲　事　務

結核にかかっている児童の入院中の医
療費を助成する

5
児童福祉法に基づ
く事務

公衆衛生大会参加事
業

全国公衆衛生大会に参加する

管理運営事業（保健
所運営費）

地域保健法に基づく保健所の管理運営
を行う

地域保健法に基づ
く事務

栄養改善指導事業

負担区分

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

現行区分

⇒

⇒

⇒

移行後区分

⇒

⇒

⇒

許可を受けて興行場を営む事業者に対
して、衛生に必要な措置を講ずるよう指
導監督を行う

許可を受けて旅館を営む事業者に対し
て、衛生に必要な措置を講ずるよう指導
監督を行う

診療所等の開設許可及び監視指導を行
う

⇒

美容所の開設届の受理、使用前の検査、
立入検査、閉鎖命令等を行う

公衆浴場業の許可、公衆浴場において
備えるべき換気、照明等の措置基準の決
定、営業施設への立入検査等を行う

10
美容師法に基づく
事務

11
クリーニング業法に
基づく事務

クリーニング所の開設届の受理、使用前
の検査、立入検査、閉鎖命令等を行う

狂犬病のまん延の防止等を図るため、け
い留されていない犬の抑留等を行うため
に必要な管理運営経費

12
公衆浴場法に基づ
く事務

狂犬病予防事業13
狂犬病予防法に基
づく事務

⇒

⇒

⇒

⇒

国民栄養調査事業

地域保健推進特別事
業

産後における母親の心の支援スキルアッ
プ研修及び母親教室を行う

⇒

⇒

受動喫煙防止対策研修会の開催及びヘ
ルスサポートネットワーク会議を行う

国民栄養調査を行う

⇒各種の厚生・衛生統計調査を行う

健康いわて21プラン
推進事業

⇒

14



支出額
（特定財源）
単位：千円

影響額
（一般財源）
単位：千円

事　　業　　の　　概　　要事　　業　　名移　譲　事　務

負担区分

現行区分 移行後区分

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 596 298

市 - 市 1/2 （ 298 ）

国 3/4 国 3/4

県 1/4 県 - 2,383 596

市 - 市 1/4 （ 1,787 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 207 104

市 - 市 1/2 （ 103 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 393 197

市 - 市 1/2 （ 196 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 598 299

市 - 市 1/2 （ 299 ）

国 1/1 国 1/1

県 - 県 - 118 0

市 - 市 - （ 118 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 800 800

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 52,473 26,375

市 - 市 1/2 （ 26,098 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 6,853 3,440

市 - 市 1/2 （ 3,413 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 16,789 8,404

市 - 市 1/2 （ 8,385 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 3,862 1,931

市 - 市 1/2 （ 1,931 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 929 756

市 - 市 1/1 （ 173 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 2,015 1,008

市 - 市 1/2 （ 1,007 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 58 29

市 - 市 1/2 （ 29 ）

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 - 71 36

市 1/3 市 2/3 （ 35 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 926 463

市 - 市 1/2 （ 463 ）

国 3/4 国 3/4

県 1/4 県 - 33 9

市 - 市 1/4 （ 24 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/4 県 - 3,388 1,130

市 1/4 市 1/2 （ 2,258 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 2,193 2,193

市 - 市 1/2 （ 0 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 702 351

市 - 市 1/2 （ 351 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 195 182

市 - 市 1/1 （ 13 ）

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 - 137 74

市 - 市 1/2 （ 63 ）

感染症予防事業費負
担金

19

精神保健福祉法に
関する事務

エイズ対策事業

18

入院患者の医療費、
療養費の公費負担

精神保健事業

⇒

14

結核患者が指定医療機関で厚生労働省
令で定める医療を受けた場合に、必要な
費用を負担する（35条に係る費用）

集団発生の防止等社会防衛の見地から
結核対策上必要な場合に、対象者・実施
期日等を指定して定期外の健診等を行う

療育等指導事業

動物の愛護及び管
理に関する法律に
基づく事務

感染症の予防並びに消毒等に要する経
費を負担する

⇒

動物愛護管理推進事
業

感染症サーベイランス
事業

感染症予防事業
感染症に関する普及啓発及び発生時の
まん延予防対策を行う

妊娠しづらい者の不妊治療に必要な医
療費の助成を行う

⇒
在宅難病患者の療養を支援するため、在
宅支援療養計画を策定し、訪問相談・指
導を行う

在宅難病患者の療養を支援するため、在
宅支援療養計画を策定し、訪問相談・指
導を行う

⇒
難病特別対策推進事
業

不妊治療医療費助成
事業

未熟児療育医療給付
事業

結核予防法に関す
る事務

15
　母子保健に関す
る事務

⇒

⇒

⇒

難病特別対策推進
事業に基づく事務

と畜場法に基づく事務

16

結核定期外健診・予
防接種等事業

感染症の予防及び
感染症の患者に対
する医療に関する
法律に基づく事務

乳肉安全確保対策事
業

結核患者が指定医療機関で厚生労働省
令で定める医療を受けた場合に、必要な
費用を負担する（34条に係る費用）

獣畜のとたいの検査及びと畜場の衛生管
理指導等を行う

私立学校等が実施する結核健康診断費
に対し補助する（補助率2/3）

小児慢性疾患のうち特定疾患につき、患
者家族の医療費の負担軽減等を目的と
して事業を実施する

運動障害等のある未熟児に対し、その療
育に必要な医療費の給付を行う

エイズに関する正しい知識の普及及びエ
イズHIV抗体検査を実施する

予防接種事故対策費

結核健康診断費補助
事業

結核特別対策事業

結核医療療養事業

結核医療療養事業

結核予防事業

動物の愛護と適正な飼養に関して教育
活動、広報活動等を通じて普及啓発等を
行う

感染症発生動向調査を行い、県民や医
療機関等に対して感染症の情報を提供・
公開し、発生の予防・蔓延の防止を図る

定期（臨時）予防接種後の予防接種健康
被害者に対し、障害年金等の支給を行う

入院患者からの申請に基づき、医療費等
の公費負担分を支払う

20

17

地域の実情、特性を生かした結核対策事
業を行う（一般事業）

⇒

⇒

⇒
小児慢性特定疾患治
療研究事業

⇒

⇒

⇒

21
牛海綿状脳症対策特別
措置法に基づく事務

牛海綿状脳症対策事
業

牛海綿状脳症のまん延防止のための必
要な措置を行う

乳幼児身体障害者に対し、その育成に
必要な医療費の給付を行う

⇒

⇒事業者に対する定期健康診断の指示

地域の実情、特性を生かした結核対策事
業を行う（特別事業）

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

15



支出額
（特定財源）
単位：千円

影響額
（一般財源）
単位：千円

事　　業　　の　　概　　要事　　業　　名移　譲　事　務

負担区分

現行区分 移行後区分

国 - 国 -

県 1/1 県 - 501 501

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 362 125

市 - 市 1/1 （ 237 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 80 -343

市 - 市 1/1 （ 423 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 122 122

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 72 72

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 259 259

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 392 0

市 - 市 1/1 （ 392 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 0 -525

市 - 市 1/1 （ 525 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 170 170

市 - 市 1/1 （ 0 ）

114,939 40,740

（ 74,199 ）

水道法に基づく事
務

26

22

５２　事業

生活衛生監視指導事
業

家庭用品の監視指導を行う

食鳥肉安全確保対策
事業

保健衛生行政　　合計

28

有害物質を含む家
庭用品の規制に関
する法律に基づく
事務

27
温泉法に基づく事
務

⇒

温泉利用許可及び監視指導を行う ⇒

水質検査事業 飲料水等の飲料適否試験を行う ⇒

温泉法施行事業

毒物劇物取扱指導取
締事業

毒物劇物健康危機管
理体制整備事業費

⇒

水道等取締事業費

特定建築物等の登録・衛生指導及び建
築物衛生管理者の登録等を行う

⇒

建築物環境衛生指導
事業

毒物劇物取扱者の監視指導、毒物劇物
取扱者試験の実施

迅速検査キットの整備、関係職員研修の
実施

⇒

⇒

⇒

薬事監視指導取締事
業

⇒

食鳥肉の検査及び食鳥処理場の衛生管
理指導を行う

医薬品、化粧品等について必要な監視
指導を行い、品質、有効性、安全性を確
保する

24
毒物及び劇物取締
法に基づく事務

23
　薬事法に関する
事務

専用水道布設工事の着工前に施設基準
に適合しているかの確認、定期又は臨時
の水質検査に基づく報告の受理等を行う

25
建築物の衛生的環
境の確保に関する
法律に基づく事務

　食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関す
る法律に基づく事務

16



国 - 国 -

県 1/1 県 - 124 124

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 91 -12

市 - 市 1/1 （ 103 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 741 -98

市 - 市 1/1 （ 839 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 3,254 -430

市 - 市 1/1 （ 3,684 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 - 1,303 1,303

市 - 市 1/1 （ 0 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 - 国 -

県 1/1 県 - 137 98

市 - 市 1/1 （ 39 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 人件費のみ -867

市 - 市 1/1 （ 867 ）

5,650 118

（ 5,532 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 - 1,466 -312

市 - 市 1/1 （ 1,778 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 -

市 - 市 1/2

国 1/2 国 1/2

県 1/2 県 -

市 - 市 1/2

1,466 -312

（ 1,778 ）

国 - 国 -

県 1/1 県 -

市 - 市 1/1

0 0

（ 0 ）

3
特定優良賃貸住宅の
供給の促進に関する
法律に基づく事務

4
高齢者の居住の安
定確保に関する法
律に基づく事務

2
公有地の拡大の推
進に基づく事務

6
使用済自動車の再
資源化等に関する
法律に基づく事務

7
浄化槽法に基づく
事務

環境行政　　合計

1
屋外広告物法に基
づく事務

屋外広告物事業

4
ダイオキシン類対策
特別措置法に基づ
く事務

5

ポリ塩化ビフェニル廃
棄物の適正な処理の
推進に関する特別措
置法に基づく事務

⇒

3
特定工場における公害
防止組織の整備に関す
る法律に基づく事務

2
廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
に基づく事務

特定工場において公害防止統括者、公
害防止管理者などを選任し、公害防止組
織の整備を図る

循環型地域社会形成に向けて取り組む

大気汚染防止法に基
づく規制事業（工場
分）

ばい煙発生施設等の設置届出等の受理
及びばい煙発生施設等の立入検査を実
施する

⇒

⇒

支出額
（特定財源）
単位：千円

影響額
（一般財源）
単位：千円

1
大気汚染防止法に
基づく事務

事　　業　　名移　譲　事　務
現行区分 移行後区分

負担区分

⇒

その他　　合計 １　　事業

４　事業

激甚災害時における
財政援助に関する事
務

激甚災害時における民間等の設置した
施設に係る国交付金の受領及び母子・
寡婦福祉法による貸付の特例の適用を
図る

1
激甚災害に対処する
ための特別の財政援
助等に関する法律

都市計画・建設行政　合計

高齢者に対する良質
な賃貸住宅の供給に
関する事務

単身高齢者及び夫婦世帯向けに良好な
賃貸住宅の供給を促進するため、民間事
業者等が建設する際の整備費及び家賃
の減額に要する費用について補助を行う

９　事業

公有地の先行取得等
に関する事務

屋外広告物条例に基づく広告物の設置
許可、違反広告物の除去等を行う

公拡法に基づく公有地の先行取得等に
関する事務を行う

中堅所得者等向けに良好な賃貸住宅の
供給を促進するため、民間事業者等が建
設する際の整備費及び家賃の減額に要
する費用について補助を行う

事業者への指導・勧告、事業者の許可・
登録等を行う

浄化槽を設置する場合、使用開始する場
合に届出を受理するとともに、施設への
立入検査等を行う

特定優良賃貸住宅の
供給に関する事務

事　　業　　の　　概　　要

自動車リサイクル推進
事業費

浄化槽設置等の届出
受理に関する事務

循環型地域社会形成
推進事業

特定工場における公
害防止組織の整備に
関する事務

ダイオキシン類環境モ
ニタリング事業

ポリ塩化ビフェニル廃
棄物の保管状況等の
届出受理事業

⇒

⇒

⇒ 人件費・事務費のみ

人件費・事務費のみ

⇒

⇒

⇒

⇒

廃棄物処理事業等改
善指導費

廃棄物適正処理監視
等推進事業

産業廃棄物処理業・処理施設の許可、立
入検査及び廃棄物の収去、業務の全部
又は一部の停止命令等を行う

産業廃棄物処理業・処理施設の許可、立
入検査及び廃棄物の収去、業務の全部
又は一部の停止命令等を行う

ダイオキシン類の環境中の実態を明らか
にするため、大気、底質及び水生生物を
対象としたモニタリングを実施する

実績なし
人件費・事務費のみ

激甚災害発生時のみ

人件費・事務費のみ

実績なし
人件費・事務費のみ

⇒

⇒

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管及び処
分状況の届出受理、縦覧、公表等を行う
とともに、事業者に対して指導、改善命令
等を行う

⇒
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　②　負担区分の変更に伴い市の負担率が上がる事務

国 1/2 国 1/2

県 1/4 県 - 0 476,331

市 1/4 市 1/2 （ -476,331 ）

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 -

市 1/3 市 2/3

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 - 0 18,081

市 1/3 市 2/3 （ -18,081 ）

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 -

市 1/3 市 2/3

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 - 0 32,828

市 1/3 市 2/3 （ -32,828 ）

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 - 0 20,549

市 1/3 市 2/3 （ -20,549 ）

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 -

市 1/3 市 2/3

国 1/3 国 1/3

県 1/3 県 - 0 361

市 1/3 市 2/3 （ -361 ）

0 548,150

（ -548,150 ）

事　　業　　名

⇒

放課後児童健全育成
事業

昼間保護者がいない家庭の児童を対象
として設置する児童クラブの運営費の補
助を行う

⇒

地域子育て支援セン
ター事業

地域全体で子育てを支援する基盤の形
成を図るため、情報提供、育児相談等を
行う

児童館管理運営事業
児童に健全な遊びを与えて健康の増進と
情操を豊かにし、地域福祉の増進を図る
ため児童館活動を行う

事　　業　　の　　概　　要
移行後区分

負担区分 支出額
（特定財源）
単位：千円

影響額
（一般財源）
単位：千円

⇒

⇒

現行区分

⇒

⇒

⇒

⇒

老人福祉法に基づ
く事務

移　譲　事　務

私立保育所において保育を実施した場
合、これに要する費用を負担する

児童福祉法に基づ
く事務

1

私立児童福祉施設等
運営事業

特別保育事業
私立保育所における延長保育、発達支
援保育、地域活動、一時的保育及び休
日保育等の事業を円滑に実施する

保育所地域活動事業

発達支援保育等の特別保育事業や、地
域との交流を促進する特別保育科目を設
定した地域需要に対応する保育事業を
実施する

17年度実績なし

民生行政　　合計 ８　事業

2
身体障害者福祉法
に基づく事務

障害者施設整備事業
障害者援護施設整備事業に対して補助
を行う

3
火災警報器等給付事
業

ひとり暮らし高齢者等に火災警報器等の
日常生活用具を給付する
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（２）　県単独事務等に係る財政負担

　　　県特例条例等により委任・委託を受ける事務

（岩手県から委任・委託を受けて経由等の事務を実施することにりますので、財政的には影響がありませんが、

　現時点では委任、委託等を受けることに伴う交付金・委託料等は未定です。）

２２６　項目

0
-

市

1/1

- 1/1
⇒

移　 譲 　事 　務　 の 　概 　要移　譲　事　務

・動物取扱業者からの登録申請書の受理
・特定動物飼養の許可申請書の受理
・収容した動物の希望者への譲渡　　　　　　　　（44項目）

影響額
（一般財源）
単位：千円現行区分 移行後区分

負担区分

県 県

市

0

0

-

1/1

-

県 -県 1/1

1/1 県・医師免許証申請書の経由、免許証の交付経由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8項目） 市 -
⇒

市

県

・診療所の療養病床設置許可及び変更許可
・厚生労働省令で定める事項の定款等変更届の経由
・医療法人からの決算届出の経由　　　　　　　　（24項目）

⇒ 0
- 市 1/1

⇒
市 1/1市

県 -
0

市 -
⇒

市 1/1

・臨床検査技師まあは衛生検査技師免許申請書の経由、
　免許証の交付経由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8項目）

県 1/1

・理学療法士又は作業療法士免許申請書の経由、
　免許証の交付経由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8項目）

県 1/1

県 -
0

市 -
⇒

市 1/1

・死体解剖に関する認定申請・認定通知の経由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6項目）

県 1/1

・診療放射線技師免許申請書の経由、免許証の交付
  経由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13項目）

県 1/1

市 1/1

・歯科医師免許申請書の経由、免許証の交付経由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8項目）

県 1/1

・歯科技工士免許申請書の経由、免許証の交付経由
・台帳の整備
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （10項目）

県 1/1

市 -

県 -
0

0
市 1/1

県 -

⇒

・保健師・助産師・看護師の免許申請書の経由
・准看護師の免許申請書の経由、免許証の交付経由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18項目）

県 1/1

市 -
⇒

保健衛生行政　　合計

⇒

・受胎調節の実地指導に係る指定証、標識の交付
・被指定者の名簿作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6項目）

県 1/1

・栄養士免許申請書の経由、免許証の交付経由
・管理栄養士免許申請書の経由、免許証の交付経由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13項目）

県 1/1

-

⇒

県 -

市

・視能訓練士免許申請書の経由、免許証の交付経由
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8項目）

県 1/1

0
市 - 市 1/1

⇒

県 -

0
市 -

⇒
市 1/1

県 -

県 -

0
市 - 市 1/1

⇒

県 -

0

・調理師免許申請書の経由、免許証の交付経由
・試験願書の配布、受付、進達
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （9項目）

県 1/1

市 -

市 -

市 1/1

県 -
0

県 -
0

市 1/1

⇒
市 1/1

0
1/1市 -

⇒
市

県 1/1 県 -

0
市 -

⇒
市 1/1

県 1/1

・製菓衛生師免許申請書の経由、免許証の交付経由
・試験願書の配布、受付、進達
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（8項目）

県 -・クリーニング師免許申請書の経由、免許証の交付経由
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3項目）

・卸売一般販売業を除く一般販売業及び特例販売業が
 併せて行う管理医療機器の販売業及び賃貸業の届出
 の受理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11項目）

・業務上取扱者の届出の受理
・業務上取扱者に対する措置命令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10項目）

・薬剤師免許申請書の経由、免許証の交付経由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（9項目）

県 1/1

県

・検察官からの通報の経由
・矯正施設の長からの通報の経由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2項目）

県

市

市

-

1/1
⇒

1/1

-

県

市

-

市 -
⇒

市 1/1

県

-

市 -
⇒

市 1/1

1/1 県

-

市 -
⇒

市 1/1

県 1/1 県

0

0

0

0

動物の愛護及び管理に関する法律に
関連する事務

1

2 医師法に関連する事務

3 医療法に関連する事務

4 視能訓練士法に関連する事務

5
理学療法士及び作業療法士法に関
連する事務

6
臨床検査技師等に関する法律に関連
する事務

7 診療放射線技師法に関連する事務

8 死体解剖保存法に関連する事務

9 歯科医師法に関連する事務

10 歯科技工士法に関連する事務

11 保健師助産師看護法に関連する事務

12 母体保護法に関連する事務

13
精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律に関する事務

14 栄養士法に関連する事務

15 調理師法に関連する事務

16 製菓衛生師法に関連する事務

17 薬事法に関連する事務

18 毒物及び劇物取締法に関連する事務

19 薬剤師法に関連する事務

20 クリーニング業法に関連する事務
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（１）　民生行政関係
研　　修　　内　　容 研　修　先 研修方式 研修期間 人数等

・指導監査・立入調査同行，監査
　及び調査結果について協議
・計画立案会議参加，監査及び調
　査同行，監査及び調査結果につ
　いて協議

・書類等の引き継ぎ事務 講義方式
20年1月～20年3月
2時間×3回

・身体障害者手帳の認定方法及び
　手順
・障害程度審査委員会による認定
　事務
・地方社会福祉審議会への諮問
　事務
・身体障害者手帳の作成及び交付
　事務
・社会福祉法人の設立認可事務
・社会福祉法人及び施設の指導
　監査事務
・老人居宅生活支援事業の届出に
　関する事務処理手順

講義方式
19年6月～20年3月
2時間×5回

・養護老人ホーム及び特別養護老
　人ホームの設置認可に関する事
　務処理手順

講義方式
19年6月～20年3月
2時間×5回

・養護老人ホーム及び特別養護老
　人ホームの指導監査に関する事
　務処理手順及び実務研修

講義方式
実習方式

19年6月～20年3月
2時間×10回

・社会福祉審議会高齢者福祉専
　門分科会に係る事務処理手順

講義方式
19年6月～20年3月
2時間×3回

・事務事業概要，処理手順，特別
　会計事務

19年5月～19年7月
2時間×3回

・相談受付，自立支援，貸付審
　査，督促事務

19年10月～20年3月
4時間×12回

・システム運用，償還金の調定，消
　し込み事務

19年10月～20年3月
2時間×12回

6

地域における公的
介護施設等の計画
的な整備等に関す
る法律

・公的介護施設等の設置者の届出
　の特例に係る事務処理手順

県長寿社会
課・盛岡地方
振興局健康福
祉課

講義方式
19年6月～20年3月
2時間×２回

事務職　2名

7
構造改革特別区域
法（老人保健法の
特例関係）

・構造改革特別区域法に基づいて
　特区認定を受けた場合の特例に
　係る事務処理手順

県長寿社会
課・盛岡地方
振興局健康福
祉課

講義方式
19年6月～20年3月
2時間×２回

事務職　2名

・障害福祉サービス事業者等への
　指導監査事務

実習方式
19年4月～20年3月
1ヶ月間

事務職　3名

・指定自立支援医療機関の指定
　事務

講義方式
19年4月～20年3月
8時間×5回

事務職　2名

【参考資料４】　職員研修計画

県長寿社会
課・盛岡地方
振興局健康福
祉課

事務職　2名

社会福祉法 県地域福祉課 派遣方式

講義方式

19年4月～20年3月
1年間

事務職　1名

事務職　2名

事務職　3名

児童福祉法

県児童家庭
課・盛岡地方
振興局児童家
庭課

実習方式
18年10月～19年12月
4時間×21回

事務職　2名

身体障害者福祉法
県福祉総合相
談センター

実習方式
19年4月～20年3月
1ヶ月間

県児童家庭
課・盛岡地方
振興局児童家
庭課

障害者自立支援法
盛岡地方振興
局障害保健福
祉課

法　令　名　等

1

2

3

4

5

8

母子及び寡婦福祉
法

老人福祉法
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（２）　保健衛生行政関係
研　　修　　内　　容 研　修　先 研修方式 研修期間 人数等

・食品衛生概要，相談指導，許可
　事務処理手順
・監視指導，食品検査事務
・食中毒対策事務

4 公衆浴場法
19年8月～19年12月
2時間×10回

・狂犬病予防事務
・狂犬病予防員の業務

・結核患者管理業務
・結核医療公費負担業務
・相談，訪問指導業務

7 母子保健法 ・未熟児支援関係事務 県保健所 派遣方式
19年9月～19年12月
4ヶ月間

保健師　1人

・動物愛護関係概要
・特定動物の飼養許可等業務
・犬，ねこの適正飼養の普及，引
　取業務
・感染症対策の概要
・感染症発生時の疫学調査
・感染症患者に対する医療の提供
・結核感染症サーベイランスシステ
　ムの運用

環境保健研究
センター

講義方式
20年1月～20年3月
2時間×4回

保健師　1人

・保健福祉企画業務の総務，企画
　事務

県保健福祉企
画室

派遣方式
19年4月～20年3月
1年間

事務職　1人

・保健所の総務，企画事務 県保健所 派遣方式
19年4月～20年3月
1年間

事務職　1人

・理化学検査業務

・細菌検査業務

・免許申請，交付等の事務

・施術所の開設許可等の事務

12 医師法 ・免許申請の経由，交付等の事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

事務職　1人

13 医療法
・診療所，助産所等の開設許可等
　の事務

県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

事務職　1人

14
視能訓練士法施行
令

・免許申請の経由，交付等の事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

事務職　1人

・免許申請の経由，交付等の事務
・施術所の開設許可等の事務

16
理学療法士及び作
業療法士法

・免許申請の経由，交付等の事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

事務職　1人

・免許申請の経由，交付等の事務
・衛生検査所の開設許可等の事務

18 診療放射線技師法
19年8月～19年12月
2時間×4回

19 死体解剖保存法
19年8月～19年12月
2時間×4回

20 歯科医師法
19年8月～19年12月
2時間×4回

21 歯科衛生士法
19年8月～19年12月
2時間×4回

・免許申請の経由，交付等の事務
・歯科技工所の開設許可等の事務

23
保健師助産師看護
師法

・試験申込み，免許申請等の事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

事務職　1人

24 障害者自立支援法 ・育成医療の給付関係事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

保健師　1人

19年4月～20年3月
1年間

狂犬病予防法
(１　食品衛
生法と兼ね
る)

5 県保健所 派遣方式

県保健所 講義方式

県保健所 講義方式

事務職　1人22 歯科技工士法
19年8月～19年12月
2時間×4回

19年8月～19年12月
2時間×4回

事務職　1人

19年8月～19年12月
2時間×4回

15 柔道整復師法

17
臨床検査技師等に
関する法律

県保健所 講義方式

事務職　1人

講義方式

環境保健研究
センター

派遣方式

県保健所 派遣方式

薬剤師　1人
技術職　1人

県保健所 派遣方式
19年4月～20年3月
1年間

理化学技師
　1人旅館業法

19年8月～19年12月
2時間×10回

興行場法
19年8月～19年12月
2時間×10回

・営業許可等及び監視指導事務
・許可の取消又は営業の停止命令

県保健所

法　令　名　等

1

2

3

19年4月～20年3月
1年間

19年4月～20年3月
1年間

結核予防法 県保健所 派遣方式
19年4月～20年3月
1年間

食品衛生法

(６　結核予
防法と兼ね
る)

6

8

9

感染症の予防及び
感染症の患者に対
する医療に関する
法律

保健師　1人

県保健所
動物の愛護及び管
理に関する法律

派遣方式
(１　食品衛
生法と兼ね
る)

19年4月～20年3月
1年間

臨床検査技
師　1人
技術職　1人

11
あん摩マッサージ指
圧師，はり師，きゆう
師等に関する法律

県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

事務職　1人

10 地域保健法

・免許申請の経由，交付等の事務 県保健所 講義方式 事務職　1人
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研　　修　　内　　容 研　修　先 研修方式 研修期間 人数等
・特定給食施設等の指導等の事務
・特別用途食品の表示等の事務

26 栄養士法 ・免許申請，交付等の事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

栄養士　1人

27 調理師法 ・試験，免許等の事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

栄養士　1人

・と畜場の設置許可及び監視指導
　事務
・と畜業務の停止，禁止命令
・食鳥処理場の設置許可及び監視
　指導事務
・食鳥処理業務の停止，禁止命令
・指定検査機関の指定等の事務
・化製場の設置許可及び監視指導
　事務
・業務の停止，禁止命令
・動物の飼養，収容の許可，許可
　が必要な地域の指定

32 薬事法
・一般販売業等の許可及び監視
　指導

県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×10回

事務職　1人

33
毒物及び劇物取締
法

・取扱業者の登録及び監視指導 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×10回

事務職　1人

34 薬剤師法 ・免許申請の経由，交付等の事務 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×10回

事務職　1人

・厚生統計業務等各種統計事務の
　概要及び実務

派遣方式
19年4月～20年3月
1年間

・人口動態統計，医療関係統計調
　査，国民生活基礎調査に関する
　事務
・その他統計調査に関する事務
・検疫感染症の国内進入の報告
・緊急避難のための上陸等の許可
　等に関する事務
・開設届等の受理及び監視指導
・開設前の検査
・業務の停止，理容所の閉鎖命令
・開設届等の受理及び監視指導
・開設前の検査
・業務の停止，美容所の閉鎖命令
・開設届等の受理及び監視指導
・開設前の検査
・業務の停止，クリーニング所の閉
　鎖命令
・特定建築物の届出の受理及び監
　視指導
・建築物の清掃等の業務の営業所
　の登録申請等
・建築主事からの通知の受理
・建築主事への意見書の送付
・専用水道の確認申請等の事務
・水道事業者等の監視指導，給水
　停止命令
・温泉利用許可及び監視指導
・利用許可の制限，許可の取消
・基準に適合しない場合の回収
　命令
・試買試験の実施

46
石綿健康被害救済
給付事業に基づく
事務

・健康被害救済給付申請書の受
　理，進達

県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×10回

事務職　1人

45
牛海綿状脳症対策
特別措置法

・牛海綿状脳症の検査体制の整備
　及び検査

31 県保健所・試験申込み，免許申請等の事務

講義方式

19年8月～19年12月
2時間×4回

(１　食品衛
生法と兼ね
る)

県保健所 講義方式

講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

19年8月～19年12月
2時間×4回

(１　食品衛
生法と兼ね
る)

製菓衛生師法 講義方式

有害物質を含有す
る家庭用品の規制
に関する法律

県保健所

県食肉衛生検
査所

36 検疫法 県保健所

県保健所

37 理容師法 県保健所

38 美容師法

(１　食品衛
生法と兼ね
る)

35
各種統計調査に基
づく事務

県保健所
講義方式

19年8月～19年12月
統計調査の都度
各40時間

(10　地域保
健法と兼ね
る)

30
化製場等に関する
法律

19年8月～19年12月
2時間×4回

(１　食品衛
生法と兼ね
る)

法　令　名　等

28 と畜場法
県食肉衛生検
査所

29
食鳥処理の事業の
規制及び食鳥検査
に関する法律

県食肉衛生検
査所

講義方式

25 健康増進法 県保健所 講義方式
19年8月～19年12月
2時間×4回

栄養士　1人

講義方式

(６　結核予
防法と兼ね
る)

19年8月～19年12月
2時間×10回

理化学技師
1人

19年8月～19年12月
2時間×4回

19年8月～19年12月
2時間×10回

理化学技師
1人

講義方式

講義方式

19年8月～19年12月
2時間×10回

19年8月～19年12月
2時間×10回

講義方式

理化学技師
1人

県保健所

39 クリーニング業法 講義方式県保健所

事務職　1人

事務職　1人

40
建築物における衛
生的環境の確保に
関する法律

県保健所
19年8月～19年12月
2時間×10回

講義方式 事務職　1人

41 建築基準法

42 水道法 県保健所

43 温泉法 県保健所

44

19年8月～19年12月
2時間×2回

事務職　1人講義方式

19年8月～19年12月
2時間×10回

(１　食品衛
生法と兼ね
る)

講義方式

19年8月～19年12月
2時間×10回

講義方式

19年8月～19年12月
2時間×10回

事務職　1人
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研　　修　　内　　容 研　修　先 研修方式 研修期間 人数等
・公衆栄養，地域栄養改善に関す
　る専門的指導業務
・健康づくりコーディネーターの業
　務
・エイズ／HIV感染症に関する基
　礎知識
・地域におけるエイズ対策（応用）
・感染症対策，原因究明の技術，
　危機管理能力の習得
・食中毒，感染症等の集団発生時
　の対応
・結核に関する知識の習得
・結核登録，医療に関する知識の
　習得
・結核予防に関する専門技術の
　習得
・結核業務に係る国，各県との情
　報交換

（３）　環境行政関係
研　　修　　内　　容 研　修　先 研修方式 研修期間 人数等

・ばい煙排出者等からの報告徴収
　と工場への立入調査等に関する
　事務

県環境保全課 講義・実習
19年4月～20年3月
8時間×4回

事務職　2人

・環境台帳（ばい煙，粉じん発生施
　設）管理システムのデータ処理
　事務

県環境保全課 講義方式
19年4月～20年3月
4時間×2回

事務職　2人

・産業廃棄物収集，運搬業の許可
　等に関する事務

県資源循環推
進課

派遣方式
19年4月～20年3月
1年間

事務職　1人

・産業廃棄物処理施設への立入調
　査，監視等に関する事務

県資源循環推
進課

派遣方式
19年10月～20年3月
6ヶ月間

技術職　1人

（４）　都市計画行政関係
研　　修　　内　　容 研　修　先 研修方式 研修期間 人数等

・市条例制定に向けて県条例の内
　容，運用状況の確認
・屋外広告物業登録事務及び講
　習会運営

・許可事務，届出審査，違反広告
　物対応等に関する処理事務

盛岡地方振興
局管理用地室
総務管理課

講義方式
19年4月～20年3月
8時間×40回

事務職　2人

講義方式

保健師　1人
事務職　1人

19年6月～19年9月
5日間×3回

保健師　1人

保健師　1人

保健師　1人

19年11月
2日間

50
結核対策に関する
事務

法　令　名　等

48
エイズ対策に関する
事務

49
国立保健医療
科学院

1

20年1月
5日間

大気汚染防止法

感染症集団発生対
策に関する事務

結核研究所 講義方式
19年6月～19年9月
10日間

法　令　名　等

結核研究所
（東北ブロック）

講義方式

国立保健医療
科学院

講義方式

19年8月～19年9月
30日程度

栄養士　1人47
公衆栄養に関する
事務

国立保健医療
科学院

講義方式

1 屋外広告物法

県都市計画課

2
廃棄物の処理及び
清掃に関する法律

・保守点検業の届出（新規，変更，
廃業）に係る審査，登録，通知事
務

・浄化槽設置等の届出受理，水質
検査に係る指導，助言，勧告，立
入検査等

県保健所

法　令　名　等

3

講義方式
19年4月～20年3月
8時間×10回

浄化槽法
講義・実習

19年4月～19年12月
8時間×4回

事務職　2人

県資源循環推
進課

講義方式
19年4月～19年12月
8時間×1回

技術職　1人

技術職　1人
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